
10. ミルク・乳製品を取り巻く諸問題 (2)
～東日本大震災・放射能汚染と酪農・乳業への影響～

1. 東日本大震災の被害
～福島県浜通りの場合～

福島県南相馬市は、福島県北東部の沿岸部
（浜通り）にある人口7万弱の市である。
この南相馬市も、震度6弱の地震と7m超の津
波で死者1100人以上の甚大な被害を受け、
特に海側三分の一は地震による沈降と津波
により、原型をとどめないほど壊滅的な被害
を受けた。

８年半たった今でも、津波被害を受けた多く
の地区に、かつての住民の姿はない。

浜通り

中通り

会津地方
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2011年3月11日午後2時46分、東北地方を未曾有のM9.0という大地震が襲った。
その後、東日本沿岸部を高い津波が襲い、死者・行方不明者は、約2万2千人にのぼった。
さらに、福島第一原発事故により大量の放射性物質が飛散・漏出した。さらにこの放射性物質は、降
雨や地形の影響により広範囲に拡散し、福島県の内陸部である福島市や郡山市でも高い放射線量が
観測された。

最も深刻な20km圏内である「警戒地域」では現在も立ち入りが制限されており、住民は県内外で避
難生活を続けている。(避難者数の推移： 164,865人(ピーク時、平成24年5月) --> 42,105人(平成31年
3月), 福島県HP） 。県外避難者約34,000人、県内約9,000人
今回は、この放射能汚染の酪農・乳業への影響と課題について考えてみたい。



発生した大量のエネルギーで水を沸かし、発電用
のタービンを回転させて発電させる。

これらの反応を穏やかに行わせるため、格納容器
内の燃料棒は冷却水で覆われており、温度制御さ
れている。
今回の事故では、津波により発電機が使えないた
め、冷却水を注入できず、燃料棒がむき出しにな
り、高濃度の水素が発生し、水素爆発したと考えら
れています。

1.原子力発電のしくみ
天然に存在するウランのうち、原発で使用するウラン235は0.7%しか存在しない。まず、このウラン235を
濃縮し、3~5%程度とする。

これを燃料棒に装着し、ウラン235に中性子を当て、核分裂を起こさせる。この時生じる中性子が、他の
ウラン235に当たり、核分裂の連鎖反応が起きる。

2.  原発事故と放射能汚染
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2.  原発事故と放射能汚染

2.日本の原発
【日本にある発電所の形態】
水力(10.6%)、火力(石炭15.7%,LNG25.5%,石油19.1%)、原子力(20.2%)、風力、地熱、太陽光など自然エネル
ギー(0.2%)
このうち、国内の資源で賄えるのは水力と自然エネルギーだけで、主力の火力発電の燃料である石油や
石炭は輸入に頼っている

経産省資源エネルギー庁HP 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/

electricity_and_gas/.../001_02_001.pdf

2019年7月現在
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【国が原子力発電を推進してきた理由】
・少ない燃料で多量のエネルギーを生み出せる、
・CO2排出量が少ないなど環境にやさしい

日本には10社の電力会社があり、沖縄電力を除く9社が原
発を保有
国は原発立地を推進するため、立地自治体には電源3法
交付金や箱もの（大規模施設やインフラ整備）により支援
その他、現地での雇用や経済発展など利点がある

また、原子力推進の研究者などには研究資金が与えられ、
マスコミなどで御用学者とよばれる原発肯定の研究者を生
み出してきました。このように、原発をめぐる巨大な利権構
造が。安全性の論議よりも優先されてきたのが現状です。

2019年7月現在９基、九州電力玄海原発３・４号機と川内原
発１・２号機、関西電力大飯原発３・４号機と高浜３・４号機、
四国電力伊方３号機が稼働しています。



2.  原発事故と放射能汚染

東日本大震災による津波で、福島第一原発は原子炉の電源が喪失し、冷却不能となった。さらに原子
炉内の水位低下による炉心損傷で、1号機が3/12に、3号機が3/14に水素爆発が起こり、2号機はメル
トダウンにより大量の放射性物質がばらまかれた。
*東京電力HP www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/outline/index-j.html
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3. 放射能について

放射能： 放射線を出す能力のこと
放射線を出す物質： 放射性物質

原発由来の放射性物質：環境中で検出された場合、
これらは原発事故で発生したものと推定

ヨウ素131： 甲状腺に蓄積しやすい。半減期 8日

セシウム137： 筋肉に蓄積しやすい。半減期 30年

ストロンチウム90： 骨に蓄積しやすい。半減期 29年

プルトニウム239： 半減期２万4千年

人体への影響
細胞内のDNAが損傷を受けることで、がん化したり、遺伝子変異などで生殖や子孫に影響を与えることが
懸念される。

一度体内に取り込まれると、一部は排出されますが、蓄積された放射性物質は放射線を出し続け、細胞や
ＤＮＡにダメージを与え続ける。

地球クライシス、石弘之、洋泉社
２時間で学ぶ原発・電力の大問題、久我勝利、角川oneテーマ21

放射線の代表的なもの
「α線」「β線」「γ線」「中性子線」
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4.放射能の単位
ニュース等で「ＯＯの放射線量は10uSv/hで…」など放射線の単位を耳にすることが多いと思います。数値

が高いほど危険であるのはわかりますが、単位や数値の大小の意味を知ることが本質的に重要になりま
す。主に使われる単位は「ベクレル」「グレイ」「シーベルト」です。

ベクレル(Bq): 放射線を出す能力のこと。野菜やコメなどがどの程度の放射線を出しているのかを判断す
るのに使います。米の場合は500Bq/kg以下が出荷基準です。

シーベルト(Sv): 人体がどのくらい放射線を受けたかを表す単位。正常時で世界の年平均が2.4mSv(日本
は1.5mSv)です。胃のＸ線検査で１回0.5mSv, CTスキャンでは１回6mSvです。学校では年1mSv以下
(0.23uSv/h)と定められています。

グレイ(Gy):放射線が人や物に当たった時に、どのくらい吸収されるかを示す値。放射性物質の放射線の
強さを表す単位として使われる。

文献：地球クライシス、石弘之、洋泉社
２時間で学ぶ原発・電力の大問題、久我勝利、角川oneテーマ21

X μS / h   (計測される単位）

×8.76

Y  mS / 年 （人体への被ばく量とリスク評価）

Y= X  × 8.76,   年間1mSvの場合、計測値は0.23 μS / h

現在の放射線量 μS / h    =                                     mS / y      40



食品における基準値

年間1mSv：学校の基準
年間100mSv：発がんリスクが懸念される

放射線障害の例

【早期障害：被爆後数週間以内】
1 Sv/h = 1000mSv/h

・骨髄障害による白血球減少、免疫力低下
・眼球組織の損傷（白内障など）
・生殖機能低下（精原細胞、卵母細胞損傷に
よる不妊）

【晩発障害：被爆後数か月～数十年】
・中枢神経系の障害

（脳細胞変性、大脳浮腫、脳血管炎症、倦怠
感、無気力、こん睡）

【後世代的障害】
胎児障害・奇形、遺伝的障害・染色体異常
白血病、がん

用語
外部被ばく：体の表面に放射性物質が付着す
ることで被ばくすること

内部被ばく：放射性物質で汚染された食品・水
を体内に取り込むことで被ばくすること

厚生労働省HPより

放射線医学総合研究所HPより
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内部被ばく
E = I ×K
K ：実効線量係数

（Sv/Bq）
→ 推定した量

外部被ばく
E = AD×T
AD ： 空間線量率（Sv/h）
T ： 滞在時間（h）

→ 測定した量

実効線量E＝被ばく量（シーベルト、Sv）
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5. 福島の現状

福島第一原発事故により、原発から北西方向を中心に、高い放射線
量が観測された。

政府は「警戒地域」「緊急時避難準備区域」「計画的避難準備区域」
などに区分し、行政側はエリアごとに複雑かつ厳しい対応を迫られた。

最も深刻な20km圏内である「警戒地域」では現在も立ち入りが制限
されており、住民は県内・県外に離散して避難している。

避難した人数は一時20万人にもおよび、現在も約4万人の人々が避
難生活を余儀なくされている。

福島では日々各地点での放射線量が報じられ、住民はより放射線
量の低い地域へ避難しているが、実際には走行調査や定点測定に
よるため、住居など私有地での放射線測定はデータが不足している。

学校では除染作業の済んだところから、学校を再開しているが、住
居は除染廃棄物の仮置き場を地区ごとに決め、除染が行われてい
る。
山林・田畑などの除染は、基本的に行われない。

放射能の人体への影響も懸念されるが、その他農林水産業への影
響と風評被害、被災者への偏見やいじめなど、原発事故の影響は
多方面に及んでいる。

43



【避難指示解除準備区域】 緑のエリア

避難指示区域のうち、年間積算線量が２０ミリシー
ベルト以下となることが確実であると確認された地
域です。

同区域は、当面の間は引き続き避難指示が継続さ
れることになりますが、復旧・復興のための支援策
を迅速に実施し、住民の方が帰還できるための環境
整備を目指す区域です。

【居住制限区域】 オレンジのエリア

避難指示区域のうち、年間積算線量が２０ミリシー
ベルトを超えるおそれがあり、住民の方の被ばく線
量を低減する観点から、引き続き避難を継続するこ
とが求められる地域です。

年間積算線量が２０ミリシーベルト以下であることが
確実と確認された場合には、「避難指示解除準備区
域」に移行することとされています。

【帰還困難区域】 ピンクのエリア

事故後６年間を経過してもなお、年間積算線量が２
０ミリシーベルトを下回らないおそれのある地域です。
平成２４年３月時点で年間積算線量が５０ミリシーベ
ルト超の地域が相当します。

その他；警戒区域（赤のエリア）

参考：福島県HP
平成29年4月1日現在
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南相馬市は福島第一原発から北に15～40kmの場所に位置し、市内の阿武隈山地の山
沿い地区では、一部で高い放射線量が観測され、多くの住民が避難した。また南相馬市
の西隣の飯舘村では、全村避難となり、いまでも多くの住民は帰還を果たせずにいる。
福島県をはじめ広範囲に放射能汚染が拡大した。

全村避難となった飯舘村 (2012年、相馬郡飯舘村）
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南相馬市の放射線量
（広報みなみそうま,2011年,8号）
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6. 東日本大震災と原発事故による酪農・乳
業への被害

（１）大震災による被害（2011年)

岩手、宮城、福島の３県を中心に東北地方の太平洋沿岸部
・酪農家、乳業工場、飼料工場は地震による津波の被害
・酪農現場では停電で搾乳機械が使用できず、集乳もされな
いため生乳を廃棄
・燃料や包材の不足も重なり、乳業工場が稼働できない

・沿岸部の飼料工場が壊滅的な被害にあったことや、道路の
損壊や燃料不足で酪農家に飼料が運べず、酪農家は生乳廃
棄と飼料不足という二重の被害を受けた。

関東地域(茨城、栃木、千葉、群馬の一部)

・停電のため稼働が停止し、酪農家は生乳を廃棄
・茨城県内にある包材工場が操業を停止したため紙パックな
ど資材が足りず、停電や重油など燃料も不足したことで乳業
工場が稼働できず、東日本では牛乳乳製品が欠品する事態

（２）原発事故による被害(2011年～）
地震による津波で福島県にある東京電力の福島第１原子力
発電所で爆発事故が発生し、放射性物質が飛散した。
・近隣の酪農家が避難や屋内退避を強いられ、やむを得ず乳
牛を残したまま、避難せざるを得ない酪農家もいた。
・原発事故の影響で、福島県産生乳から国が定めた暫定規
制値を超える放射性物質が検出。政府は３月21日に福島県
産生乳の出荷停止を指示したため、県内約500戸の酪農家
が生乳の全量廃棄を開始。
・茨城県でも生乳から暫定規制値を超える放射性物質が検出
されたため、政府は23日に同県産生乳の出荷停止を指示。
福島、茨城の両県で生乳出荷ができない緊急事態となった。
・政府の原子力災害対策本部は、原発事故で出荷停止となっ
た生乳はクーラーステーション（ＣＳ）や乳業工場の単位で検
査の試料を採取し、暫定規制値を下回った場合は、ＣＳや工
場に属する市町村単位で出荷停止を解除する方針を決めた。

2013年1月現在の放射線量
(Google Earthで表示)

落下したがれき

佐藤実家 牛小屋での放射線調査

放射線汚染土保管

高放射線量(年間
30mSv以上）

2012年1月

2014年5月

除染後の実家の庭 (上） と裏山 (下） 47



・全中、日本酪政連など生産者団体は震災直後から政府に対
し、廃棄された生乳への補償、集乳車や飼料、家畜輸送車へ
の燃料の優先確保、計画停電下での乳業工場、飼料工場へ
の配慮、原発事故に伴う出荷停止や風評被害への万全の補
償を要請
・東北、関東の酪農家が、震災で出荷できない生乳を廃棄し
たため、廃棄した生乳の乳代について、管内の酪農家で負担
する「とも補償」の実施や、県連、単協独自の基金の取り崩し
で対応
・東北、関東の酪農生産者団体は、原発事故で出荷停止とな
り、廃棄した生乳については毎月、東電に損害賠償として早
期に補償するよう求めた。
・福島第１原発事故が終息しない中で、東北や関東の一部地
域では、牧草から暫定許容値を超える放射性セシウムが検出
された。許容値を超えた地域の牧草は粗飼料として給与でき
ないため、各県は原発事故以降に生産された牧草などの牛
への給与、放牧については自粛するよう酪農家などに周知徹
底を図った。酪農家にとって牧草などの粗飼料は欠かせず、
今後の酪農生産への影響が懸念されるため、酪農団体の中
からは、国による飼料畑の買い上げを求める要望が出た。
・東京電力は５月13日、福島第１原発事故で生乳の出荷制限
を余儀なくされた酪農家など農林漁業者に対し、５月末までに
賠償金の仮払いを行うと発表
・国の原子力損害賠償紛争審査会は４月28日、風評被害を
除いた営業損害範囲などを定めた１次指針をまとめ、これを
踏まえ、政府は５月12日に東電に仮払いを要請。ＪＡなどで構
成する各県の協議会が一括して東電に賠償請求し、東電が
請求されたものについて、一定の比率で賠償金を仮払いする
仕組みができた。
・政府は５月12日、福島第１原発から半径20km圏内に設定さ
れた警戒区域内で生存している家畜の安楽死処分も決定し、
福島県に指示した。同県は家畜所有者の同意を得た上で、殺
処分の作業に入った。同区域内には約3,500頭の牛が飼養さ
れていたが、同県によると、指示が決定された当時、約1,300

頭が生存していた。

Japan Dairy Council, NO.533 より抜粋

(3) 酪農・乳業被害に対する国の対応 (農水省予算など)
①農業生産関連施設の復旧、農業機械の導入などを支援する「東日本大震
災農業生産対策交付金」→341億円
②農林漁業金融公庫資金などを無担保、無保証人で、一定期間無利子で借
りられる「農業経営復旧等のための金融支援」→78億円
③被災農家で経営再開の意志がある農家の復旧の取り組みに支援
金を交付する「被災農家経営再開支援事業」→52億円
④酪農乳業関係では「東日本大震災農業生産対策交付金」として、被災した
共同畜舎などの施設の復旧、共同畜産機械のリース方式による導入、放牧
関連施設や飼料生産機械の修理などの費用、被災した乳業工場の改修、工
場の再編の費用などを支援
⑤震災で死亡した家畜の処理費用を補助する「被災家畜円滑処理・関連業種
再開支援事業」→６億円
⑥北海道、九州などから東北地方の畜産農家に配合飼料を供給する場合、
地域の配送基地までの輸送経費を助成する「配合飼料緊急運搬事業」→11
億円
⑦大震災で農畜産物の収穫量が平年に比べて30％以上減少し、かつ損失額
が平年の10％以上減少する被害を受けた農家を対象に、農協や市中銀行な
どの金融機関から無利子で運転資金が借り入れできる融資枠として1,000億
円を創設した。
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震災を乗り越え、安全な原乳の生産に全力を傾注
― 福島県における酪農家の取組 ―

福島県南相馬市 酪農家 瀧澤昇司さん
私は福島県南相馬市で、酪農を行っています。飼養している搾乳牛は36頭で、震災前は月
に700kgから800kgの搾乳量がありました。牛に与える餌には、牧草等の粗飼料ととうもろこ
し等の濃厚飼料とがありますが、このうち、粗飼料を自家生産していました。また、粗飼料を
生産する畑に牛のふん尿を原料としたたい肥を生産し、循環型の酪農を行っていました。

東日本大震災、特に東電福島第一原発の事故により酪農経営に大きな被害が発生してい
ます。私の畜舎は、東電福島第一原発から30km圏内にあり、一時期は屋内退避区域や緊
急時避難準備区域に指定されていました。事故発生の数日後から、乳業工場や飼料工場
の地震による被災と燃料不足により、原乳を回収する集乳車や燃料の販売車は立ち入らな
くなりました。その後、福島県内で生産された原乳から放射性ヨウ素が検出され、平成23（
2011）年3月21日には、福島県全域で原乳の出荷制限が指示されました。

このような状況の中、搾乳した原乳は、廃棄せざるを得ませんでした＊。このため、朝夕2回
だった搾乳を1回にし、廃棄する原乳の量をできる限り少なくしました。牛にとって負担の大
きい状態だったこともあり、結果として14頭の牛を処分しました。

原乳の出荷再開に当たっては、大きな努力が必要でした。出荷制限が解除されるためには
、放射性物質検査で3回以上、暫定規制値以下となることが条件となっています。私の畜舎
がある地域は、東電福島第一原発の事故発生当初、屋内退避区域に指定されており、行政
による放射性物質検査は実施されていませんでした。このため、私は民間業者に調査を委
託し、原乳の安全確認に取り組みました。その結果、原乳の放射性物質の検出値が暫定規
制値を下回っていることを確認できました。その後、屋内退避区域から緊急時避難準備区
域へと移行したことを受け、私たち生産者や生産団体からの要請により、5月中旬に、南相
馬市における原乳の放射性物質のモニタリングの実施に関する会議が実施され、行政によ
る検査が実施されることとなりました。その結果、6月10日からは原乳の出荷が再開されまし
た。

また、平成23（2011）年産の牧草について、放射性物質の検査の結果、利用の自粛が要請
されたことから、平成22（2010）年産の牧草がなくなった6月以降、それまで自給していた粗
飼料を購入に切り替えました。この飼料代の負担は非常に大きく、原乳の出荷が再開され
た現在でも売上げの大部分を飼料代に費やしています。
今も、原乳や飼料の自主検査を実施し、安全性の確認を続けています。
今後は、早急に牧草地の除染を行い、粗飼料の全量を自給に戻したいと考えています。

消費者の方々に信頼していただくためには、検出下限値以下の原乳を生産し続ける必要が
あると思い、努力を重ねています。消費者の方々に、データを基にして「安全だ」と訴えるこ
とはできても、「安心だ」とはいえないことが非常に悔しいです。

現在、一時、月に400kgまで減少した搾乳量は震災前の700kgに近づきつつあります。震災
以降、出荷制限や自給飼料の使用禁止等、苦労は絶えませんでしたが、前向きに頑張らな
くてはならないと思い酪農を続けてきました。消費者の方々には、徐々に前進している福島
県の姿を見守っていただきたいと思います。

＊ 事故後に集乳された原乳は、乳業工場が被災していたため、牛乳・乳製品としては出荷
されていない。
農林水産省HP 
(http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h23_h/trend/part1/sp/sp_c2_2_03.html)
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東日本大震災による人的被害状況(H30年12月)

福島県HP https://www.pref.fukushima.lg.jp/

uploaded/life/394463_974716_misc.pdf  



福島県での農林水産、畜産の取り組み

https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/
portal/cat04-more.html
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大学院総合科学教育部 プロジェクト研究I (2012年~2017年）
ふくしま―とくしま・ともに輝こうプロジェクト

福島での活動（ふくしま・とくしまともに歩もう プロジェクトと連携)

・運動・発育教育指導
・臨床心理士による発育・発達相談
・放射線教育と放射線相談会
・福島県内での放射線測定
・放射線知識と風評被害に関する教職員アンケート実施

徳島での活動(大学院総合科学教育部プロジェクト研究Iとして実施）

福島での運動・発育教育指導
（総合科学部荒木先生）

基調講演
（小野覚久 氏）

・放射線知識と風評被害に関するアンケート実施(2012～2015年）

・公開シンポジウム「ふくしまの今 ～震災後3年半の現状から考える～」(2014年）
東日本大震災被災地支援のシンポジウム

・震災記録映画「いわきノート」の上映とトークショー(2014年)

・公開シンポジウム「東日本大震災から学ぶ防災 ～当事者は 君だ～」の
実施(2015年）
東日本大震災や阪神淡路大震災の経験を伝え、徳島の防災に生かすシンポジウム

・公開シンポジウム「社会的弱者,特に外国人と女性の視点から学ぶ減災」の実施(2016年）
震災発生後の福島の避難生活で問題になった、災害弱者の視点から見た減災 53



新聞記事で
紹介・宣伝をして頂きました
（新聞記事：徳島新聞より）

大学院総合科学教育部 プロジェクト研究I (2012年~現在）
ふくしま―とくしま・ともに輝こうプロジェクト

「ふくしまの今 ～震災後の現状から考える～」(2014年）
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大学院生による留学生向け
放射線教育 (2017.7)

大学院生による留学生向け
防災教育 (2018.1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7月

11月前

11月後

津波避難場所

正解 不正解
0% 20% 40% 60% 80% 100%

7月

11月前

11月後

非常口

正解 不正解
0% 20% 40% 60% 80% 100%

7月

11月前

11月後

避難場所

正解 不正解
0% 20% 40% 60% 80% 100%

7月

11月前

11月後

避難所

正解 不正解

図A 図B 図C 図D

日本人学生・留学生の避難標識認知度アンケート (2017-2018, N=46)

東日本大震災の経験を伝え、災害時の減災につなげるために

Examination of situation and radiation 

in Fukushima for seven years, 

ICSA2018, Malaysia, 2018.9 

Youtubeで閲覧可能
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震災発生後の問題点～福島の被災経験から学ぶもの～

地震発生

津波

避難所

仮設住宅

復興住宅

復興

・身を守る
・状況の確認/情報入手
・避難方法・経路
・負傷者の救護
・安否確認
・スクリーニング検査/被爆状況確認（ホールボディカウンター）
・除染、健康状態の確認
・ヨウ素剤投与、緊急治療

原発事故

・傷病者や要援護者への対応

・避難者リストの作成/安否確認

・支援物資の要求/配給

・衛生環境の管理

・生活支援（物資、金銭など）

・精神的ダメージの緩和

・衛生環境の管理

・安否確認

・生活基盤/コミュニティの構築

すべきこと

スマートフォンなどの通信障害
充電の問題

徳島県立総合看護学校「災害看護学」資料（佐藤担当）

乳児用液体ミルク
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東日本大震災での被災地は、今も復興に向けて頑張っています。
でも、すぐに元のように戻ることはありません。
特に、福島では..

ただ、被災地のことを伝え続け、被災地に関心を持ってもらう
活動が重要と私は考えます。

原発事故被災者にとって怖いのは、無知より無関心です。

ひとりごと

ぜひ、被災地に目を向け続けて
ください。

こうした活動が、被災地の人の

心のよりどころに

なることもあります。

津波で被災した南相馬市住民と演者
60



震災発生後の問題点～福島の被災経験から学ぶもの～

地震発生

津波

避難所

仮設住宅

復興住宅

復興

・身を守る
・状況の確認/情報入手
・避難方法・経路
・負傷者の救護
・安否確認
・スクリーニング検査/被爆状況確認（ホールボディカウンター）
・除染、健康状態の確認
・ヨウ素剤投与、緊急治療

原発事故

・傷病者や要援護者への対応

・避難者リストの作成/安否確認

・支援物資の要求/配給

・衛生環境の管理

・生活支援（物資、金銭など）

・精神的ダメージの緩和

・衛生環境の管理

・安否確認

・生活基盤/コミュニティの構築

すべきこと

スマートフォンなどの通信障害
充電の問題



震災発生後の問題点～福島の被災経験から学ぶもの～

地震発生

津波

・身を守る
・状況の確認/情報入手
・避難方法・経路の判断
・負傷者の救護
・安否確認
・スクリーニング検査/被爆状況確認
（ホールボディカウンター）

・除染、健康状態の確認
・ヨウ素剤投与、緊急治療
etc.

原発事故

・避難行動の訓練不足→防災訓練は行っているが、実際に避難場所への移動や津波対策は想定
していない
・車での避難→ガス欠や乗り捨てによる交通網麻痺、津波避難も渋滞でままならない
・連絡や情報入手が困難→携帯基地局の倒壊などで、状況や安否確認が困難
・津波到達まで時間がある→様子を見に行く、自宅に戻る、救助、避難方法が分からないなど
で、津波に巻き込まれる
・病院/患者の孤立→津波や倒壊、原発事故などにより、外部から入れない。病院が長期間孤
立。医療品や生活物資も不足
・放射能の人体の除染方法→国内で原爆以外では経験やノウハウが無い
・原発事故避難者への差別→汚染された人々を隔離、偏見や差別が生じた

問題になったこと

すべきこと

(1) 災害発生時



震災発生後の問題点～福島の被災経験から学ぶもの～

・避難所の安全性→指定避難所も震災により半壊などの被害。一時避難も、その後避難所を移動
せざるを得ない。
・避難所での物資不足→震災発生直後の水や食料などの確保が困難。外部から物資が入ってこな
い。支援物資の配分の人手不足、優先順位のつけ方などのノウハウ不足。
・連絡や情報入手が困難→携帯がつながらない、状況や安否確認が困難。外部も混乱しているた
め、情報が錯綜し、正確な情報が分からない、伝わらない。
・身内や友人を亡くしたことや余震への精神的不安→身内や友人を亡くしたことによる精神的
ショックと、今後も余震が続くのではないかという不安。
・医薬品や医療器具の不足→津波や倒壊、原発事故などにより、外部から入れない（入らない）。
病院が長期間孤立。医療品や生活物資も不足。急病患者や透析患者などへの対応。医療関係者の
不足（医療関係者も被災者）。トリアージの問題。
・災害弱者（高齢者、女性、子供、外国人など）の問題→避難所で女性や子供に関する問題（ト
イレ、生理用品、授乳、着替え、プライバシー、子供の泣き声など）。外国人はコミュニケー
ションや情報入手、ハラルフード、金銭などの問題。避難所の運営は男性主導になる場合が多い
ため、女性などの要望が言いにくい。

問題になったこと

すべきこと(２) 避難所

・傷病者や要援護者への対応

・避難者リストの作成/安否確認

・支援物資の要求/配給

・衛生環境の管理

etc.





災害時の社会的弱者（災害弱者）といわれると、
どのような人が思い浮かびますか？

高齢者と障がい者が７割以上を占めた。身体的に不自由な人が
災害弱者として認識されており身近なものとしてイメージしやすい。

外国人

高齢者

障がい者

女性

子ども

2016年度徳島大学大学院プロジェクト研究1 報告書



震災発生後の問題点～福島の被災経験から学ぶもの～

・身内や友人を亡くしたことや余震への精神的不安→身内や友人を亡くしたことによる精神的
ショックと、今後も余震が続くのではないかという不安。
・生活物資や金銭の不足→津波や倒壊、原発事故などにより、財産や仕事などの喪失や、避難区
域・立ち入り禁止区域などから自宅に戻れない。
・原発事故補償の問題→市町村により補償金をもらえるところとそうでないところが存在。同じ
地区でも補償額が異なる。住民感情にしこりが残る。一次産業従事者は再開が困難なため、自殺
者もでた。
・仮設住宅の安全性/衛生管理→仮設住宅は2年程度を想定しているため、耐震性、雨漏り、保温
性、結露等によるカビなどの問題がある。空調や換気も悪いため、感染症などの衛生上問題があ
る。
・コミュニティの形成→津波や原発事故で集団避難の場合、一部の仮設住宅の割り振りを、居住
集落別にするなど配慮したが、新しい環境やコミュニティへの不適合、引きこもり、巡回、孤独
死などの問題がある。
・災害弱者（高齢者、女性、子供、外国人など）の問題→仮設住宅でも、女性や子供に関する問
題（経済的自立、プライバシー、子供の泣き声、コミュニティ、居住性など）。
・健康状態の把握→避難所と異なり、健康管理を個々で行う必要がある。居住者への巡回、声か
け、見守り、健康状態の把握・相談、病院などの医療体制構築などが問題。
・買い物弱者の問題→仮設住宅は不便な場所（高台や山林、田畑など）に建てられるケースが多
いため、車を持たない・運転できない高齢者などは買い物がしにくい。
・生活意欲の喪失→補償金をギャンブルや酒などで散財したり、働く意欲の喪失。

問題になったこと

(３) 仮設住宅、復興住宅・生活支援（物資、金銭など）・精神

的ダメージの緩和・衛生環境の管理・

安否確認・生活基盤/コミュニティの

構築 etc



南海トラフ巨大地震の発生の切迫度

海溝型地震の長期評価の概要（算定基準日 平成27年(2015年)1月1日）

想定される地震

地震発生確率

予想される地震
規模

１０年以内 ３０年以内 ５０年以内

南海トラフ巨大
地震

２０％程度 ７０％程度 ９０％程度 M８～９クラス

熊本地震の発生確率は、
「ほぼ０％から０．９％」

とされていた。

100年～150年の周期でM8.0～8.7規模で繰り返し発生
（1946年以降発生していない）

最悪の場合，死者は３２万３千人（東日本大震災の１７倍）
倒壊および焼失棟数の合計は，最大２３８万６千棟（東日本大震災の１８倍）



Earthquake!



大津波警報！



気象庁



津波警報・注意報の種類

警報・注意
報の種類

発表基準 想定される被害 とるべき行動

大津波警報 津波が3ｍ以上
木造家屋が全壊・流失し，人は津
波による流れに巻き込まれます。

ただちに高台や
避難ビルなど安
全な場所へ避難
してください。

津波警報 １ｍ～３ｍ
標高の低いところでは津波が襲い，
浸水被害が発生します。人は津波
による流れに巻き込まれます。

津波注意報
０．２ｍ～１
ｍ

の中では人は速い流れに巻き込ま
れ，また，養殖いかだが流失し小
型船舶が転覆します。

気象庁


